
行政機関等が保有するパーソナルデータに関する執行・監督体制・権限 

の在り方について（座長試案（たたき台）） 

 

 

１．検討の前提 

（１）「パーソナルデータの利活用に関する制度改正大綱」（H26.6.24）及び研

究会「中間的な整理」における指摘内容 

 

○ 行政機関及び独立行政法人等が保有するパーソナルデータについては、標記大綱に

おいて、「その特質を踏まえ」、「利活用可能となり得るデータの範囲、類型化及び取扱

いの在り方に関して調査・検討を行う」とともに、「保護対象の明確化及び取扱いの在

り方に関し調査・検討を行う」とされ、それを踏まえて「総務大臣の権限・機能等と

第三者機関の関係について検討する」とされている。 

 

○ なお、民間部門に関して、標記大綱は以下の指摘 

・第２ Ⅱ ３ 第三者機関の体制整備等による実効性ある制度執行の確保 

パーソナルデータの利活用の促進に向けて、法令や民間の自主規制ルールを実

効性あるものとして運用するために、独立した第三者機関の体制を整備する。 

主に以下の事項を制度改正事項とする。 

・ 法定事項や民間の自主規制ルールについて実効性ある執行ができるよう、

国際的な整合性も確保しつつ、第三者機関の体制を整備する。 

・ 第三者機関については、番号法に規定されている特定個人情報保護委員会

を改組し、パーソナルデータの保護及び利活用をバランスよく推進すること

を目的とする委員会を設置する。 

・ 第三者機関は、現在個人情報取扱事業者に対して主務大臣が有している機

能・権限に加え、立入検査等の機能・権限を有し、また、民間の自主規制ル

ールの認定等や、パーソナルデータの国境を越えた移転に関して相手当事国

が認めるプライバシー保護水準との適合性を認証する民間団体の認定・監督

等を実施する。 

・ 現行法の本人からの個人情報の開示等の求めについて、請求権に関する規

律を定める。 

なお、制度改正に当たっては、国境を越えた情報流通を阻害することがないよ

う、諸外国の制度や国際社会の現状を踏まえた国際的に調和のとれた我が国とし

て最適な制度とすることを目指すとともに、他国への情報移転の際の保護対策や、

国境を越えた情報流通の実態を踏まえた外国事業者に対する国内法の適用等を行

う。 

 

・第３ Ⅳ 第三者機関の体制整備等による実効性ある制度執行の確保 

 １ 第三者機関の体制整備 

資料１ 
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（１）設置等 

専門的知見の集中化、分野横断的かつ迅速・適切な法執行の確保により、パー

ソナルデータの保護と利活用をバランスよく推進するため、独立した第三者機関

を設置し、その体制整備を図ることとする。 

番号法に規定されている特定個人情報保護委員会の所掌事務にパーソナルデー

タの取扱いに関する事務を追加することとし、内閣総理大臣の下に、パーソナル

データの保護及び利活用をバランスよく推進することを目的とする委員会を置く

こととする。 

この第三者機関は、番号法に規定されている業務に加えて、パーソナルデータ

の取扱いに関する監視・監督、事前相談・苦情処理、基本方針の策定・推進、認

定個人情報保護団体等の監視・監督、国際協力等の業務を行うこととする。 

委員を増員し、パーソナルデータの保護に配慮しつつ、その利用・流通が促進

されるようバランスのとれた人選が実現できる要件を定めるとともに、専門委員

を置くことができることとする。また、事務局について必要な体制の構築を図る

こととする。 

  

（２）権限・機能等 

第三者機関は、現行の主務大臣が有している個人情報取扱事業者に対する権

限・機能（助言、報告徴収、勧告、命令）に加えて、指導、立入検査、公表等を

行うことができることとするとともに、現行の主務大臣が有している認定個人情

報保護団体に対する権限・機能（認定、認定取消、報告徴収、命令）を有するこ

ととする。 

また、第三者機関は、民間主導による個人情報及びプライバシーの保護の枠組

みの創設に当たり、自主規制ルールの認定等を行う。さらに、国境を越えた情報

流通を行うことを可能とする枠組みの創設に当たり、認証業務を行う民間団体の

認定、監督等を行うこととする。 

なお、行政機関及び独立行政法人等が保有するパーソナルデータに関する調

査・検討等を踏まえ、総務大臣の権限・機能等と第三者機関の関係について検討

する。 

 

 （３）各府省大臣との関係 

第三者機関の設置に伴い、前述の権限等を第三者機関に付与するに当たっては、

第三者機関を中心とする実効性ある執行・監督等が可能となるよう各府省大臣と

の関係を整理する。整理に当たっては、独立した第三者機関を設置する趣旨に鑑

み、第三者機関と各府省大臣との役割の明確化を図るとともに、重畳的な執行を

回避し効率的な運用を行うために、緊密な連携のもと業務を行うこととする。 

その際、当面の措置として、第三者機関の執行体制（人員、予算等）や知見の

集積の状況等を考慮し、実効的な執行及び効率的な運用が確保されるよう、現行

の主務大臣が所管事業に関し行政を行う観点から果たしてきたことで蓄積された

高度に専門的な知見の活用等が特に期待される分野を中心に各府省大臣との連携
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について、役割・権限を明確化し、特別な措置を講じる旨の意見があったことを

踏まえ検討する。 

第三者機関が適切に機能・役割を果たせるように、各府省大臣、地方支分部局

から執行の協力が得られるよう整理する。 

 

（４）その他 

第三者機関は、このほか、以下の業務等を行うこととする。 

・ 個人情報取扱事業者からオプトアウト規定を用いた第三者提供に関する届

出を受けて必要な事項を公表すること等を行う。 

・ 国際的な対外窓口の機能を果たすとともに、外国事業者による個人データ

等の適切な取扱いを担保するために、外国執行当局に対し、職務の遂行に資

すると認める情報を提供する。 

・ パーソナルデータの利活用の促進及び保護等のための方策に関する重要事

項について、内閣総理大臣に対して意見を述べる。 

・ 国会に対し所掌事務の処理状況を報告するとともに、概要を公表する。 

・ 所掌事務に関し、委員会規則を制定する。 

・ パーソナルデータの利活用の促進と保護に関する広報及び啓発を行う。 

 

＜本研究会「中間的な整理」における指摘＞ 

○ 第三者機関について、「今後の検討課題」に掲げ、 

・ ＩＴ本部における基本法の検討（第三者機関の体制整備）を踏まえ、総務大臣の

権限、機能等と第三者機関の関係について検討する。（Ⅳ（１）） 

としたところ。 

 

○ また、個人特定性低減データの提供に関し、 

・ 行政機関の長が判断する場合において、技術的な観点等から、何らかの専門家等

の意見を聴くプロセスを検討する必要があるのではないかとの見解が示された。（Ⅱ

２（４）） 

・ 行政機関の長の判断（加工・提供）に当たって専門的、技術的観点から検討プロ

セスについて、その必要性も含めどう考えるか。（Ⅳ（２）） 

という指摘を行ったところ。 

 

（２）主な検討の視点 

①国際的整合性 

○ 大綱策定時の民間部門における執行・監督体制の議論においては、国際的整合

性の観点から議論が行われ、特にＥＵとの関係における「十分性」が強く意識さ

れていたところ。 

  国際的整合性に関しては、主に 

  ・ ＯＥＣＤガイドライン（1980年策定、2013年改正） 

  ・ ＥＵデータ保護指令 
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  ・ ＥＵデータ保護規則案 

  ・ 欧州評議会（ＣｏＥ）第 108号条約 

  ・ ＡＰＥＣプライバシーフレームワーク 

  ・ プライバシーコミッショナー会議 

 が念頭に置かれ、特に執行体制についてどのようなルールが置かれているか、我

が国との関係でどうかという点について議論されていたもの。 

 

○ 当研究会においても、我が国の行政部門における執行・監督体制の在り方を検

討するという視点から、上記の国際ルールにおける執行・監督体制の内容等を精

査したところ。 

その結果の概要としては、行政部門・民間部門を通ずるルールとして 

・ 権限行使の「独立性」に関して、 

・ ＥＵデータ保護規則案において明確に記述（規則案が決定されれば、「十

分性」認定の条件となる）。現行のＥＵデータ保護指令においては、独立し

た権限機関の形での外部監督制度が必要な機能であることが（加盟国で）

おおむね合意されているという程度の緩やかな記述（十分性に関する明確

な条件としての記述ではない）。 

なお、権限行使の「独立性」が具体的に何を示すかは明記されていない。

また、我が国に対して直接指摘されているわけではない。 

・ 欧州評議会第 108号条約（追加議定書）においては、「完全なる独立性を

もって権限を行う」と明確に記述。ただし、同条約の批准国だけを拘束す

るもの。 

・ ＯＥＣＤ、ＡＰＥＣについては、独立性の記述なし。 

・ 官民を通じた執行体制の一元化については、上記いずれにも記述なし。上

記いずれのルールにおいても、執行体制は各国に複数あることが許容されて

いる。 

  などとなっていることが事務局から報告された。 

なお、十分性に関しては、この認定を受けていない国は、ＥＵ加盟国との間で

の個人情報の移転に関しては、個々に標準契約に適合しているか等の方法を通じ

て可能となっている。これに関して、経済団体からは特に不都合ではないと考え

られるとの見解のある一方、標準契約への適合性等のプロセスでの手数料等の負

担を指摘する意見もあり、民間部門に関する検討（パーソナルデータ検討会）で

は、十分性の取得の方向で議論がなされていたもの。 

 

②行政機関における個人情報の特質とそれを踏まえた効果的・効率的で実効

ある（ワークする）執行体制の在り方 

・ 各行政機関等が保有する個人情報に関しては、 

・ 取得プロセスにおいて個人に任意性のない又は低いものや、資産状況・犯歴
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など内容的に個人にとっての秘匿性の高いものが多いこと 

・ これらは行政事務遂行上の必要性から収集、保有されるものであって、行政

機関等はこれらを外部に提供する一般的な動機・合理性がないこと 

などの特質を有するもの。 

・ 我が国においては、昭和 55年ＯＥＣＤガイドライン制定以降の検討を経た昭和

63 年の旧行個法制定以来、行政部門の個人情報保護法制に関しては、総務省（旧

総務庁、旧行政管理庁）が所管し、制度運営を担ってきたところ。 

 

このような機能分担の下、 

・ 総務省においては、上記の特質を踏まえて行政部門における個人情報の保護に

関し、毎年の施行状況調査をはじめ、漏えい事案の随時の報告や、必要に応じた

運用上のガイドライン等の発出、改訂等を通じて、これまでに相当の専門的知見

の蓄積が図られている。 

・ また、総務省においては、行政部門における個人情報保護法制と併せ、情報公

開法制をはじめ、国家行政組織法、独法通則法、行政不服審査法など行政運営に

関する通則的法制や、行政情報に関する総合案内所の運営、行政に関する苦情の

受付・処理を所管しており、必要な場合は、これらに関する知見の活用やこれら

との一体的運用が可能。 

・ さらに、総務省は行政機関の運営に関する企画・立案・調整等を所掌しており、

この一環として、例えば、各行政機関における情報システム（個人情報の保有状

況を含む）の状況の把握・管理などを通じて得られる知見の活用が可能。 

という状況にある。 

執行監督体制の検討に当たっては、これらを踏まえる必要があると考えられる。 

 

③その他 

・ 第三者機関による監督を検討する際には、議院内閣制の下での内閣の責任や政

策的な対応との一体性確保等との関係についても検討が必要と考えられる。 

・ また、国民からみた分かりやすさも重要な視点の一つである。 

・ 実効性を考える上では、今後の体制確保の必要度もみる必要がある。 

 

（３）検討のベース（仮案） 

検討のベースとなる以下の仮案（Ａ～Ｄ案）について、検討の視点に示された観点

について、メリット・デメリット、留意点等を検討する。 

   Ａ 第三者機関への執行・監督権限体制の一元化 

   Ｂ 第三者機関の総務大臣への関与の権限の付与、総務大臣が執行・監督権限を保持 

   Ｃ 第三者機関との連携をとりつつ総務大臣が執行・監督権限を保持、行政機関等個

人情報保護に関する専門的な合議機関が関与（新設又は既存機関の改組） 

   Ｄ 総務大臣が執行・監督権限を保持（第三者機関、専門機関も関与しない） 

 

    なお、これら執行・監督体制・権限の在り方の検討対象として、新たに導入する“個
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人特定性低減データ”に関するものの検討は当然必要であるが、現行の保有個人情報

に関する執行・監督も含めて全体的検討とするのかについて、大綱の文言は直接的に

はそこまで求めているものではないと考えられるが、上記仮案の検討に当たっては、

“個人特定性低減データ”に係る体制だけの在り方とする場合と全体の体制の在り方

とする場合の両方を検討することとした。 

   （行政機関における個人情報の保護に関し、執行・監督権限体制の在り方を見直す

ほどの具体的な問題点は顕在化しているとは考えられず、その意味では問題となる状

況ではないが、他方、民間部門においては、保有個人情報も含めて監督体制全体の見

直しが行われていることから、行政機関においても全体の検討を行うこととしている

もの。なお、そもそも“個人特定性低減データ”と保有個人情報を分けて監督するこ

とは、概念としてはあり得ても、実務的には困難な場合があり、現場で混乱を生じか

ねないとの意見もあった。） 

 

 

２．具体的な検討項目に沿った各仮案の評価 

研究会において、１（２）で述べた諸要素を検討項目として整理し、各項目に照らし

てＡ～Ｄ案を検討したところ、次のとおり考えられ、また意見が述べられた。 

 

（１）国際的整合性の観点から検討が必要な項目 

①独立性 

  ・ ＥＵの求める独立性の内容は具体的には明らかでないが、第三者機関（Ａ案、

Ｂ案）、専門機関（Ｃ案）は、総務大臣（Ｄ案）に比べて適合的と考えられる（た

だし、Ａ案であっても、第三者機関の人員（人事）、予算等の独立性まで求めら

れる場合等、ＥＵの十分性の基準を確実に満たすかは不明である）。 

   ・ 総務大臣（Ｄ案）は、行政通則法、行政運営、行政評価機能を担うなど各行政

機関とは異なる立場にあり、全く独立していないものではないと考えられるが、

Ａ～Ｃ案より独立性の程度は低いとの意見はあった。 

 （注）他方、越境データ流通の問題は、民間部門の個人情報保護を念頭に議論されて

いるのではないか、そうであれば行政機関データについてまで独立性は求められ

ていないのではないかとの意見があった。 

②その他国際的整合性（一元制、官民共通制） 

・ ＥＵデータ保護規則案をはじめ様々な国際的基準においても、複数の監督機

関を許容（一元制、官民共通制が求められてはいない）。その意味ではどの案に

も優劣はないと考えられる。 

・ しかし、官民一体の場合と異なる機関の場合とでは、国際的整合性の観点か

ら濃淡はあると考えられるとの指摘。 

・ いずれにせよ、ＥＵとの距離感をどの程度とるかという問題ではないか。 
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（２）行政機関等の保有する個人情報の特質を踏まえた効果的・効率的な実効

ある執行・監督 

①各行政機関等に関し、これまで蓄積された高度に専門的な知見 

    ・ Ａ案は理想形として目指すべきではあると考えられるとしても、現実にワー

クするかを考えると限りなくそうはならないと考えられる。制度をつくるとき

にはワークするかが一番重要。 

    ・ 想定される業務量に対し、当面の体制整備に関しても懸念が示されることが

少なくない。 

・ 他方、“個人特定性低減データ”については、これから導入する制度であり、

知見のないという点では他も同じであり、また、マイナンバーに関しては第三

者機関の知見あり。 

    ・ （個々の分野に関する知見では劣るとしても）プライバシーに関する専門的・

分野横断的知見について考えれば、第三者機関に一日の長があると考えられる。 

    ・ 第三者機関が有するプライバシー一般に関する知見と、総務大臣がこれまで

有してきた行政分野における高度に専門的な知見の両者を有効に活用するため

の双方の権限とその行使の関係について、どういう方法があるかを検討しては

どうか。 

    ・ きれいに権限を書き分けても、抜かずの宝刀であったりするので、救済の実

行性の観点や現場の担当者のやりやすさなど、ワークする仕組みを考えること

が重要。 

    ・ 独立行政法人等についても整理が必要。 

 

②国民から見た分かりやすさ 

    ・ 分かりやすさから考えると、Ａ案が最もふさわしいと考えられる。他方、Ｄ

案も総務大臣が一元的に監督するという明快さがあるとの指摘もある。 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       

③行政機関等の保有個人情報の特性等との関連で考えられるもの 

（ⅰ）義務性・権力性・秘匿性の高い個人情報の取扱い 

    ・ 行政機関の保有する個人情報には、取得プロセスにおいて義務性・権力性が

強く、資産状況、犯歴など個人にとって秘匿性の高い情報が多い等の特質をも

つ。こうした個人情報は、情報の性質から、内閣の一員として国会に対し責任

を負う総務大臣が取り扱うことが適当ではないかと考えられる（Ｂ～Ｄ案）。 

・ 一方、内閣の指揮監督権が人事・予算を除いて及ばず、国会に対する責任を

負う体制の弱い第三者機関が、こうした特質を有する個人情報を直接取り扱う

こと（公益性という限定はあるものの、行政事務遂行上大きな問題を惹起する

ような判断を必要とする場合も想定される。）は、責任を果たすという観点から

すると適当でないのではないかと考えられる（Ａ案）。一方で、これについては、

義務性・権力性の高い情報については、むしろ独立した準司法的機関で扱うべ

きと言えるとの意見もあった。 
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（ⅱ）官民で差のない個人データの取扱い 

  ・ 官民で差のない個人データは官民一元的に取り扱うことが適当。その趣旨か

らすれば、官民に権限を有する第三者機関が取り扱うことは適当と考えられる

（Ａ、Ｂ案）。 

  ・ ただし、官民で差のない個人データは、医療分野など限定された分野である

ことが想定されるため、Ｃ又はＤ案であっても、当該分野につき、運用上、機

関間で十分な連携をとることで対応が可能とも考えられる。 

 

④内閣としての政策的な対応（利活用の推進、情報公開法との一体的運用等）、

議院内閣制の下での内閣の責任に関する項目 

    ・ 行政機関の個人情報保護は、所管大臣たる総務大臣が、行個法を所管する立

場から政府全体の施策の企画・立案や法解釈の統一等を図ってきたところ。今

般”個人特定性低減データ”を導入し、さらに利活用を推進する場合には、従

来にも増して個人情報の利用・提供と保護との調和が重要になり、政府として

の企画・立案機能が必要となる。 

    ・ こうした政策の企画・立案及び推進は、内閣の一員たる総務大臣が、国会に

対する責任を負いつつ遂行するのが通常であり適当と考えられる（Ｂ～Ｄ案）。

第三者機関（Ａ案）は、内閣から職権行使の独立性を有し、専門的・技術的判

断には適当であるが、ビッグデータの利活用の推進といった政策判断を行うの

にふさわしいとは言えないのではないか。 

    ・ また、行個法については、不開示情報とする個人情報の扱いや、施行状況調

査や情報案内対応など、情報公開と表裏一体の制度として、整合的かつ効率的

な実施を行ってきており、両法の企画・立案及び運用を同じ総務大臣が担うこ

とが必要であると考えられる。こうしたメリットは、第三者機関の所管（Ａ案）

の下では得られず、政策遂行の観点から問題がある。 

    ・ 上記を考えると、執行監督体制として、現行どおり（Ｄ案）とすることは十

分考えられるが、国際的潮流を考えると、総務大臣の権限を認めた上で、基本

法に係る第三者機関と総務大臣との「連携」を図る仕組みで検討してはどうか。 

    ・ その際、総務大臣の横に「専門機関」がつく案が考え得るのではないか。専

門機関については、役割、位置付けを具体的に検討する必要がある。また、第

三者機関と総務大臣の関係についても、具体的な内容を検討する必要がある。 

 

⑤今後の体制確保等 

    ・ 執行体制確保については、既存の事務体制や関係体制を活用できる場合が効

率的であり、その意味では、総務省の既存の体制を活用できる案（Ｂ～Ｄ案）

が優位であると言える。 

    ・ 仮に第三者機関が行政機関に対しても権限を持つ場合には、企画調整、監督

から案内所運営までの体制整備が必要となるところ、第三者機関の当面の体制

整備には懸念を示されることも少なくない（Ａ案）。なお、専門機関を設置する

場合も、新設よりも既存機関の改組の方が当該機関の関係体制を活用でき効率
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的であると言える（Ｃ案）。 

 

 

３．２を踏まえた執行・監督体制の検討 

（１）案の絞り込み 

○ 以上の検討については、Ａ～Ｄ案のいずれも長短があるものの、まず形式的にはＥ

Ｕ型と思われるＡ案については、国際的潮流には沿っている案であるが、他方、我が

国においてワークする案とは思われないとの点で意見の一致をみた。 

○ 他方、現状の枠組みに近いＤ案については、ワークする体制ではあるものの、欧州

における主流タイプとは異なる体制となる。これについては、国際的にみれば、Ｄ案

に近い北米型の体制も存在する中で、ＥＵとの距離感をどれくらいどるべきかとの課

題は依然残るものの、欧州の潮流に沿った案とすることが妥当なのではないかとの意

見があった。 

○ このように、行政機関等の個人情報保護を第三者機関に一元化する案（Ａ案）及び

総務大臣が一元的に担う案（Ｄ案）にはいずれも課題があり、Ｂ案（行政機関等の個

人情報保護を総務大臣が所管する一方で、第三者機関が総務大臣に一定の関与をする

権限を持つ案）及びＣ案（同じく行政機関等の個人情報保護を総務大臣が所管すると

ころ、専門機関（及び第三者機関）が関与をする案）について、体制や権限の組合せ

など可能性を更に検討すべきではないかとの点で意見の一致をみた。 

 

（２）専門機関の必要性 

 ○（１）のような案を検討する際、第三者機関とは別に専門機関が必要であるか、また

具体的にどのような機能を果たすべきかが課題となるが、 

  ・ 行政機関等の個人情報の特質を踏まえれば、公的部門においては民間部門とは異

なる“個人特定性低減データ”の提供の統一的なルールが必要となる。すなわち、

公益的目的の判断の基準や、個人情報の類型化やそのうち対象とすべきものの基準

等を策定する必要があるが、その際には、行政機関等やその保有個人情報への十分

な知見を踏まえて検討する必要があること 

  ・ また、実施の情報の提供方法についても、民間分野と異なり各行政機関間で可能

な限り差異のないよう、政府部内で統一を図る必要があるということ 

・ 行政機関等において個人情報の利活用と保護のバランスを図りながら、“個人特定

性低減データ”として提供できるものについて、政府全体としての方針を示し提供

を促していく必要がある。その方針を検討するに当たって、行政機関等やその保有

個人情報に専門性や知見のある専門機関における検討が有用であると考えられるこ

と 

  ・ 行政機関等の特質のある個人情報の取扱いや保有個人情報に関する専門的な知見

を踏まえて、総務大臣の権限に効果的に関与していく機能を併せ持つことが適当で

はないかと考えられること 

  から、専門機関を活用する案を優先して検討すべきであるとの点で意見が一致した。 
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４．検討の必要な事項 

○ これらの議論を踏まえ、別紙のとおり、Ⅰ・Ⅱ案の検討を行うこととする。 

 

【Ⅰ案】 

● 個人情報保護に関し、第三者機関と総務大臣が「連携」 

 ・ 第三者機関は民間部門におけるプライバシー保護に関する専門性、分野横断的立

場での知見とともに個人情報の利活用のバランスを図る立場 

 ・ 総務大臣は、行政部門における個人情報保護、情報公開等行政における情報の適

切な保護と公開（利活用のバランス）等を所管する立場 

 ・ これら両者が全体としての保護と利活用の実効性を高めるための連携を図る。 

● 行政部門における個人情報保護に関する法執行の権限については、総務大臣にのみ

帰属 

  実効性確保の観点から、総務大臣の現行の権限に加え、実地調査権限の付与を検討 

● また、以下の場合、“専門機関”の活用を検討 

 ・ 各行政機関の長等への勧告権の発動に際しての意見聴取 

 ・ 行政機関等における“個人特定性低減データ”に関する加工ルール・提供方法を

定める際の意見聴取 等 

● 具体的な連携の方法としては、 

 ①第三者機関による基本方針（内閣総理大臣が（第三者機関の審議を経て）閣議にか

けて決定）の策定 

 ②総務大臣は基本方針の策定に当たり必要な意見を述べる 

 ③官民で連携をとる必要がある場合の所要の調整 

 ④（必要な場合）第三者機関から総務大臣への法施行状況の報告の求め【Ｐ】 

 

【Ⅱ案】 

● 民間部門におけるプライバシー保護に関する専門性、分野横断的立場での知見を有し、

利活用と保護のバランスを図る立場にある第三者機関が、行政部門の個人情報保護の執

行に関し「一定の関与」  

・ 具体的には、例えば、第三者機関から総務大臣への法施行状況の報告の求め【Ｐ】 

・ 必要な場合には第三者機関が総務大臣に対し各行政機関への権限行使を求める【Ｐ】

等 

● 行政部門における個人情報保護に関する法執行の権限については、総務大臣にのみ帰

属 

   実効性確保の観点から、総務大臣の現行の権限に加え、実地調査権限の付与を検討 

● また、以下の場合、“専門機関”の活用を検討 

・ 各行政機関の長等への勧告権の発動に際しての意見聴取 

・ 行政機関等における“個人特定性低減データ”に関する加工ルール・提供方法を定める

際の意見聴取 等 
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○ 併せて総務大臣の監督権限についてどう考えるか。 

・ 行政機関等の保有する個人情報に関する総務大臣の現行の主な事務・権限等は、

次のとおり。 

（行個法に基づく権限） 

・ 制度官庁としての法令の運用、施行状況の調査・公表 

・ 各行政機関に対する資料提出・説明要求、意見陳述 

（総務省設置法に基づく権限） 

・ 第６条第１項に基づく勧告権 

・ 今般の基本法の改正により、民間部門の個人情報保護に関する事務・権限として、

第三者機関が担うものと想定される主なものは、次のとおり。 

・ 官民を通じた基本方針の策定、関係行政機関の長による施行状況報告の取りま

とめ等 

・ 事業者に対する報告及び立入検査、指導及び助言、勧告及び命令 

・ 認定個人情報保護団体の認定、団体が策定するルールの認定、業務改善や指針

変更命令等 

また、第三者機関の下、認定個人情報保護団体による以下の取組が行われるもの

と想定。 

・ 本人等の苦情の処理 

・ 事業者に対する指針の作成（作成の際には第三者機関の意見を聴く）、その遵守

のための指導、勧告等 

 

以上を踏まえると、 

・ 行政機関等の保有個人情報に対する事務・権限と民間部門の事業者に対する事務・

権限は、基本的にはほぼ対応していると考えられ、行政機関の特性等を踏まえると、

例えば、現行の資料提出・説明要求があり十分であって、立入検査まで整備する必

要はないのではないか （注）、意見陳述に加えて、勧告や命令まで整備する必要があ

るか等についてどう考えるか。 

（注）番号法（行個法の特別法）では、特定個人情報の保護を対象とする場合に限り、

立入検査を含めた上乗せ権限を規定しているが、これは、各行政機関が個人番号を

その内容に含む特定個人情報を扱うことにより、国家による個人情報の一元管理、

特定個人情報の不正追跡・突合、財産その他への被害があるのではないかという懸

念を払しょくするため、行政機関に対する権限として特に設けられたものであり、

個人情報一般の場合とは事情が異なる。 

・ 行政機関に対する立入検査については、上記（注）のとおり、番号法においては

極めて例外的な背景事情の下規定されたものであるが、総務省設置法第６条の評価

又は監視に関する実地調査権限を参考に、個人情報一般についても実地調査権限を

拡大すべきと考えるか。 

・ 行政機関に対する勧告権については、総務省設置法第６条に規定されているが、

11 

 



個人情報保護法制に特化して新たに行個法上に規定する必要があるか。 

 

○ 行政機関から、個人特定性低減データの提供を受けた者の監督は、民間分野と同様、

報告及び立入検査、措置命令によることでよいか。 

 

○ 独法等の監督権限についてどう考えるか。 

・ 独立行政法人等の保有する個人情報に関しては、独個法では総務大臣の資料提出・

説明要求、意見陳述は規定されておらず、独法通則法に基づく主務大臣による監督

がなされている。 

（独立行政法人通則法に基づく権限） 

 ・ 報告及び検査 

 ・ 違法行為等の是正 

（報告及び検査） 

第 64 条 主務大臣は、この法律を施行するため必要があると認めるときは、独

立行政法人に対し、その業務並びに資産及び債務の状況に関し報告をさせ、又

はその職員に、独立行政法人の事務所に立ち入り、業務の状況若しくは帳簿、

書類その他の必要な物件を検査させることができる。 

２・３ （略） 

（違法行為等の是正） 

第 65 条 主務大臣は、独立行政法人又はその役員若しくは職員の行為がこの法

律、個別法若しくは他の法令に違反し、又は違反するおそれがあると認めると

きは、当該独立行政法人に対し、当該行為の是正のため必要な措置を講ずるこ

とを求めることができる。 

２ 独立行政法人は、前項の規定による主務大臣の求めがあったときは、速やか

に当該行為の是正その他の必要と認める措置を講ずるとともに、当該措置の内

容を主務大臣に報告しなければならない。 

 

・ 個人特定性低減データが導入されることに伴い、総務大臣から独法等に行個法上

の権限等を及ぼすべきか。又は現行どおり各主務大臣から独法通則法に基づく権限

行使をすることとするか。 
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参考 

総務省設置法（平成 11年法律第 91号） 

 

（勧告及び調査等）  

第六条 総務大臣は、総務省の所掌事務のうち、第四条第十一号及び第十八号に掲げる事

務について必要があると認めるときは、関係行政機関の長に対し勧告をすることができ

る。  

２ 総務大臣は、第四条第十八号の規定による評価又は監視（以下この条において「評価

又は監視」という。）を行うため必要な範囲において、各行政機関の長に対し資料の提出

及び説明を求め、又は各行政機関の業務について実地に調査することができる。  

３ 総務大臣は、評価又は監視に関連して、第四条第十九号に規定する業務について、書

面により又は実地に調査することができる。この場合において、調査を受けるものは、

その調査を拒んではならない。  

４ 総務大臣は、評価又は監視の目的を達成するために必要な最小限度において、第四条

第二十号に規定する地方公共団体の業務について、書面により又は実地に調査すること

ができる。この場合においては、あらかじめ、関係する地方公共団体の意見を聴くもの

とする。  

５ 総務大臣は、評価又は監視の実施上の必要により、公私の団体その他の関係者に対し、

必要な資料の提出に関し、協力を求めることができる。  

６ 総務大臣は、評価又は監視の結果関係行政機関の長に対し勧告をしたときは、当該行

政機関の長に対し、その勧告に基づいてとった措置について報告を求めることができる。  

７ 総務大臣は、評価又は監視の結果行政運営の改善を図るため特に必要があると認める

ときは、内閣総理大臣に対し、当該行政運営の改善について内閣法 （昭和二十二年法律

第五号）第六条の規定による措置がとられるよう意見を具申するものとする。  

８ 総務大臣は、評価又は監視の結果綱紀を維持するため必要があると認めるときは、関

係行政機関の長に対し、これに関し意見を述べることができる。 
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（所掌事務）  

第四条 総務省は、前条の任務を達成するため、次に掲げる事務をつかさどる。  

一～十 （略）  

十一  行政機関の運営に関する企画及び立案並びに調整に関すること。  

十二  行政機関が共用する情報システムの整備及び管理に関すること。  

十三  独立行政法人（独立行政法人通則法 （平成十一年法律第百三号）第二条第一項 

に規定する独立行政法人をいい、国立大学法人（国立大学法人法 （平成十五年法律

第百十二号）第二条第一項 に規定する国立大学法人をいう。）、大学共同利用機関法

人（同条第三項 に規定する大学共同利用機関法人をいう。）及び日本司法支援センタ

ー（総合法律支援法 （平成十六年法律第七十四号）第十三条 に規定する日本司法支

援センターをいう。）を含む。以下同じ。）に関する共通的な制度の企画及び立案に関

すること。  

十四  独立行政法人の新設、目的の変更その他当該独立行政法人に係る個別法（独立

行政法人通則法第一条第一項 に規定する個別法をいう。）、国立大学法人法 及び総合

法律支援法 の定める制度の改正並びに廃止に関する審査を行うこと。  

十五  法律により直接に設立される法人又は特別の法律により特別の設立行為をもっ

て設立すべきものとされる法人（独立行政法人を除く。）の新設、目的の変更その他

当該法律の定める制度の改正及び廃止に関する審査を行うこと。  

十六  政策評価（国家行政組織法第二条第二項 及び内閣府設置法 （平成十一年法律

第八十九号）第五条第二項 の規定による評価をいう。以下この号及び次号において

同じ。）に関する基本的事項の企画及び立案並びに政策評価に関する各府省の事務の

総括に関すること。  

十七  各府省の政策について、統一的若しくは総合的な評価を行い、又は政策評価の

客観的かつ厳格な実施を担保するための評価を行うこと。  

十八  各行政機関の業務の実施状況の評価（当該行政機関の政策についての評価を除

く。）及び監視を行うこと。 

十九  第十七号の規定による評価並びに前号の規定による評価及び監視（次号におい

て「行政評価等」という。）に関連して、次に掲げる業務の実施状況に関し必要な調

査を行うこと。 

イ 独立行政法人の業務（第十七号の規定による評価に関連する場合に限る。） 

ロ 第十五号に規定する法人の業務 

ハ 特別の法律により設立され、かつ、その設立に関し行政官庁の認可を要する法人

（その資本金の二分の一以上が国からの出資による法人であって、国の補助に係る

業務を行うものに限る。）の業務 

ニ 国の委任又は補助に係る業務 

二十  行政評価等に関連して、前号ニの規定による調査に該当するもののほか、地方

自治法 （昭和二十二年法律第六十七号）第二条第九項第一号 に規定する第一号 法

定受託事務に該当する地方公共団体の業務（各行政機関の業務と一体として把握され

る必要があるものに限る。）の実施状況に関し調査を行うこと。 

二十一～九十九 （略） 
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監督機関の在り方について（Ⅰ・Ⅱ案） 

（Ⅱ案） 

・施行状況調査 
・資料・説明要求 
・意見陳述 
・本政策全体の推進 
・低減データに関す 
 る統一的ルールの 
 策定・運用等 
・勧告【Ｐ】 
・実地調査【Ｐ】 

認
定
団
体 

行政機関 

未定稿 

・基本方針の策定（官民連携の観点も含む） 
・法施行状況の報告の求め 【Ｐ】   
・各行政機関への権限行使及びその結果の 
 報告の求め 【Ｐ】 

・認定 
・認定取消 
・報告聴取 
・命令 

（Ⅰ案） 

総務大臣 第三者機関 

認
定
団
体 

行政機関 

専
門
機
関 

（
新
設
又
は
改
組
） 

事業者 個人特定性低減デー
タの提供を受けた者 

事業者 個人特定性低減デー
タの提供を受けた者 

・報告及び立入検査 
・措置命令 

・助言、報告 
 聴取、勧告、 
 命令 
・指導 
・立入検査 
・公表等 

・認定 
・認定取消 
・報告聴取 
・命令 

・報告及び立入検査 
・措置命令 

・低減データ の公益性認定 
 （各行政機関の所掌事務と 
 の関係の考慮等）に関する 
 意見 
・低減データの統一的加工ルール・提供方 
 法（省令）策定に当たっての意見聴取 
・低減データの利用促進・保護等に対する 
 政策提言 
・総務大臣の勧告に当たっての意見聴取 

①基本方針の策定（内閣総理 
 大臣が（第三者機関の審議 
 を経て）閣議にかけて決定） 
②総務大臣は基本方針の策 
 定に当たり必要な意見を述 
 べる【Ｐ】 
③官民で連携をとる必要があ 
 る場合の所要の調整 
④（必要な場合）第三者機関 
 から総務大臣への法施行状 
 況の報告の求め 【Ｐ】 

総務大臣 

第三者機関 

専
門
機
関 

（
新
設
又
は
改
組
） 

①④ 

③ 

② 

・助言、報告 
 聴取、勧告、 
 命令 
・指導 
・立入検査 
・公表等 

独立行政法人等 

・施行状況調査 
・独法通則法、独個法、 
 個別法 に基づく監督 
 権限  【Ｐ】 

・施行状況調査 
・資料・説明要求 
・意見陳述 
・本政策全体の推進 
・低減データに関す 
 る統一的ルールの 
 策定・運用等 
・勧告【Ｐ】 
・実地調査【Ｐ】 

独立行政法人等 

・施行状況調査 
・独法通則法、独個 
 法、個別法 に基づ 
 く監督権限  【Ｐ】 

・各行政機関への権限行使及び 
 その結果の報告の求め 【Ｐ】 
・低減データ の公益性認定（各行 
 政機関の所掌事務との関係の 
 考慮等）に関する意見 
・低減データの統一的加工ルール・ 
 提供方法（省令）策定に当たって 
 の意見聴取 
・低減データの利用促進・保護等 
 に対する政策提言 
・総務大臣の勧告に当たっての意 
 見聴取 

個人特定性低減デー
タの提供を受けた者 

個人特定性低減デー
タの提供を受けた者 

（検討中） 

（検討中） 

（検討中） （検討中） 

（別紙） 

（検討中） 

（検討中） 



要 素 Ⅰ案 Ⅱ案 

独立性（ＥＵ規則との関係） ○第三者性をもつ専門機関（国会同意人事を前提。実質的な職権
行使の独立性あり。）が行政機関等の保有個人情報及び個人
特定性低減データについてみることにより担保される。第三者機
関は、行政機関等を監督する総務大臣と連携。 

○第三者機関が独立性を有する。ただし、第三者機関の人員（人
事）、予算等の独立性まで求められる場合等、ＥＵの十分性の基
準を確実に満たすかは不明。 

国際的整合性（上記の独立性以
外） 

○監督機関の官民での一元化、官民のルールの一体性の確保については、ＥＵを含め、国際的に明示的には求められていない。 
○仮に既存機関を活用するとした場合、情報コミッショナーの位置付けについて、Ⅰ案はプライバシーコミッショナーと同格となり適当。 
 Ⅱ案はプライバシーコミッショナーの下に位置付けられ不自然。 

各行政機関に関し、これまでに
蓄積された高度に専門的な知見
の活用 

○総務大臣には、行個法、独個法の知見の蓄積がなされており、また情報公開法等関連する制度も所管しており、これらの知見の活用
が可能。 

○さらに、専門機関において、行政機関の個人情報保護に関する専門的な知見が蓄積され、活用されることが期待される。 

専門機関の活用 ○行政機関等の保有する個人情報の特質や、利活用の推進等に関する専門機関の専門的知見を活用。 

プライバシーに関する専門的な
知見の活用 

○民間部門におけるプライバシー保護に関する専門性を持つ第三
者機関と総務大臣が十分な連携をとることにより、知見が活用さ
れる。 

○民間部門におけるプライバシー保護に関する専門性を持つ第三
者機関が総務大臣の権限に関与することにより、知見が活用さ
れる。 

義務性・権力性・秘匿性の高い
個人情報の取扱い 

○内閣の一員たる総務大臣による取扱いに、行政機関等の個人
情報に専門的知見を有する専門機関が関与することにより、適
切な取扱いが期待される。 

○内閣の一員たる総務大臣による取扱いに、中立性の高い第三
者機関及び行政機関等の個人情報に専門的知見を有する専門
機関が関与することにより、適切な取扱いが期待される。 

官民で差の無いデータについて
の官民整合的な取扱い 

○官民で差の無いデータは、医療情報など限定された分野である
と想定され、当該分野につき、第三者機関と総務大臣とで十分
な連携をとることにより可能。 

○第三者機関が官民を通じてみることが可能。 

国民の新たなニーズに対する内
閣としての政策的な対応、新た
な法整備への対応 

○内閣の一員たる総務大臣が、個人情報の利活用の推進など政策の企画・立案を行うこととなり適当。 

行政機関の個人情報保護全体
についての内閣の責任の明確
化 

○内閣の一員たる総務大臣が行政機関等を監督する体制であり
適当。 

○第三者機関は、内閣の指揮監督権が人事・予算を除いて及ばず、
内閣の責任が不明確となることに加え、国会に対する責任を負
う体制が国務大臣に比べて弱い。こうした体制が、行政機関の
個人情報に係る総務大臣の権限に関与することは適当か。 

今後の体制の確保の必要性 ○総務省の既存の関係体制を活用可能。なお、専門機関については、新設の場合は新たな体制の整備が必要であるが、既存機関の
改組の場合は、当該機関の関係体制を活用できるのではないか。 

情報公開法との一体的運用 ○情報公開法に関する企画・立案・運用と行個法に関する企画・立案・運用を同じ総務大臣が担うことになり適当。 
 

国民からの分かりやすさ ○行政機関等の個人情報の管理が総務大臣の下で完結しており
分かりやすい。 

○第三者機関が官民双方をみるが、行政機関等の個人情報保護
が三層構造になりやや複雑な面もある。 

両案の比較 


